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○国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号）（抄） 
（目的） 

第一条 この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するととも

に、あわせて地籍の明確化を図るため、国土の実態を科学的且つ総合的に調査す

ることを目的とする。 

 

（定義） 
第二条 この法律において「国土調査」とは、左の各号に掲げる調査をいう。 
一 国の機関が行う基本調査、土地分類調査又は水調査 
二 都道府県が行う基本調査 
三 地方公共団体又は土地改良区その他の政令で定める者（以下「土地改良区等」

という。）が行う土地分類調査又は水調査で第五条第四項又は第六条第三項の規

定による指定を受けたもの及び地方公共団体又は土地改良区等が行う地籍調査

で第五条第四項若しくは第六条第三項の規定による指定を受けたもの又は第六

条の三第二項の規定により定められた事業計画に基くもの 
２ 前項第一号及び第二号の「基本調査」とは、土地分類調査、水調査及び地籍調査

の基礎とするために行う土地及び水面の測量（このために必要な基準点の測量を含

む。）並びに土地分類調査及び水調査の基準の設定のための調査を行い、その結果

を地図及び簿冊に作成することをいう。 
３ 第一項第一号及び第三号の「土地分類調査」とは、土地をその利用の可能性によ

り分類する目的をもつて、土地の利用現況、土性その他の土じよう
、、、

の物理的及び化

学的性質、浸蝕の状況その他の主要な自然的要素並びにその生産力に関する調査を

行い、その結果を地図及び簿冊に作成することをいう。 
４ 第一項第一号及び第三号の「水調査」とは、治水及び利水に資する目的をもつて、

気象、陸水の流量、水質及び流砂状況並びに取水量、用水量、排水量及び水利慣行

等の水利に関する調査を行い、その結果を地図及び簿冊に作成することをいう。 
５ 第一項第三号の「地籍調査」とは、毎筆の土地について、その所有者、地番及び

地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作

成することをいう。 
６・７ （略） 
 
（基礎計画及び作業規程の準則） 
第三条 国の機関が行う国土調査及び都道府県が行う基本調査の基礎計画は、国土交

通省令で定める。 
２ 国土調査の作業規程の準則は、国土交通省令で定める。 
 
（地籍調査に関する特定計画） 
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第六条の二 国土交通大臣は、国土の総合開発に関する施策を策定し、又はこれが実

施の円滑化を図るため特に速やかに地籍調査を行う必要があると認める地域につ

いて、政令で定めるところにより地籍調査に関する特定計画を定めて、遅滞なく、

これを公示するとともに、関係都道府県に通知しなければならない。 
２ 国土交通大臣は、前項の特定計画を定めようとする場合においては、あらかじめ、

関係都道府県と協議しなければならない。 
 
（国土調査の実施の委託） 

第十条 国の機関、都道府県又は市町村は、国土調査を行おうとする場合において

は、国の機関にあつては都道府県又は道若しくは二以上の都府県の区域にわたつ

て基本調査、土地分類調査又は水調査に類する調査を行う者に、都道府県にあつ

ては市町村又は土地改良区等に、市町村にあつては土地改良区等に、それぞれ当

該国土調査の実施を委託することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、都道府県又は市町村は、国土調査を適正かつ確実

に実施することができると認められる者として国土交通省令で定める要件に該当

する法人に、その行う国土調査（同項の規定によりその実施を委託されたものを

含む。）の実施を委託することができる。 

 
（地図及び簿冊の閲覧） 
第十七条 国土調査を行つた者は、その結果に基いて地図及び簿冊を作成した場合に

おいては、遅滞なく、その旨を公告し、当該調査を行つた者の事務所（地籍調査に

あつては、当該調査が行われた市町村の事務所）において、その公告の日から二十

日間当該地図及び簿冊を一般の閲覧に供しなければならない。 
２ 前項の規定により一般の閲覧に供された地図及び簿冊に測量若しくは調査上の

誤又は政令で定める限度以上の誤差があると認める者は、同項の期間内に、当該国

土調査を行つた者に対して、その旨を申し出ることができる。 
３ 前項の規定による申出があつた場合においては、当該国土調査を行つた者は、そ

の申出に係る事実があると認めたときは、遅滞なく、当該地図及び簿冊を修正しな

ければならない。 
 
（地図及び簿冊の送付） 
第十八条 前条第一項の規定により閲覧に供された地図及び簿冊について同項の閲

覧期間内に同条第二項の規定による申出がない場合、同項の規定による申出があつ

た場合においてその申出に係る事実がないと認めた場合又は同条第三項の規定に

より修正を行つた場合においては、当該地図及び簿冊に係る国土調査を行つた者は、

それぞれ、国の機関及び第五条第四項の規定による指定を受け又は第六条の三第二

項の規定により定められた事業計画に基づいて国土調査を行う都道府県にあつて
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は国土交通大臣に、第八条第一項の勧告に基づいて国土調査を行う者にあつては事

業所管大臣に、その他の者にあつては都道府県知事に、遅滞なく、その地図及び簿

冊を送付しなければならない。 
 
（成果の認証） 
第十九条 国土調査を行つた者は、前条の規定により送付した地図及び簿冊（以下「成

果」という。）について、それぞれ、国の機関及び第五条第四項の規定による指定を

受け又は第六条の三第二項の規定により定められた事業計画に基づいて国土調査

を行う都道府県にあつては国土交通大臣に、第八条第一項の勧告に基づいて国土調

査を行う者にあつては事業所管大臣に、その他の者にあつては都道府県知事に、政

令で定める手続により、その認証を請求することができる。 
２ 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前項の規定による請求を受け

た場合においては、当該請求に係る国土調査の成果の審査の結果に基づいて、その

成果に測量若しくは調査上の誤り又は政令で定める限度以上の誤差がある場合を

除くほか、その成果を認証しなければならない。 
３ 事業所管大臣又は都道府県知事は、前項の規定により国土調査の成果を認証する

場合においては、政令で定める手続により、あらかじめ、それぞれ国土交通大臣又

は国土交通大臣等の承認を得なければならない。 
４ 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、第二項の規定により国土調査

の成果を認証した場合においては、遅滞なく、その旨を公告しなければならない。 
５ 国土調査以外の測量及び調査を行つた者が当該調査の結果作成された地図及び

簿冊について政令で定める手続により国土調査の成果としての認証を申請した場

合においては、国土交通大臣又は事業所管大臣は、これらの地図及び簿冊が第二項

の規定により認証を受けた国土調査の成果と同等以上の精度又は正確さを有する

と認めたときは、これらを同項の規定によつて認証された国土調査の成果と同一の

効果があるものとして指定することができる。 
６ 事業所管大臣は、前項の規定による指定をする場合においては、あらかじめ、国

土交通大臣の承認を得なければならない。 
 
（成果の写しの送付等） 
第二十条 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前条第二項の規定によ

り国土調査の成果を認証した場合又は同条第五項の規定により指定をした場合に

おいては、地籍調査にあつては当該調査に係る土地の登記の事務をつかさどる登記

所に、その他の国土調査にあつては政令で定める台帳を備える者に、それぞれ当該

成果の写しを送付しなければならない。 
２ 登記所又は前項の台帳を備える者は、政令で定めるところにより、同項の規定に

よる送付に係る地図及び簿冊に基づいて、土地の表示に関する登記及び所有権の登

記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の
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登記をし、又は同項の台帳の記載を改めなければならない。 
３ 前項の場合において、地籍調査が第三十二条の規定により行われたときは、登記

所は、その成果に基いて分筆又は合筆の登記をしなければならない。 
 
（成果の保管） 
第二十一条 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、第十九条第二項の規

定により国土調査の成果を認証した場合においては、その成果の写しを、それぞれ

当該都道府県知事又は市町村長に、送付しなければならない。 
２ 都道府県知事又は市町村長は、前項の規定により送付された国土調査の成果の写

を保管し、一般の閲覧に供しなければならない。 
 
（国土調査に関係がある測量又は調査に関する報告及び資料の提出の請求） 

第二十三条 （略） 

２ （略） 

３ 国土調査を実施する者（第十条第二項の規定により国土調査の実施を委託され

た法人が国土調査を実施する場合にあつては、その実施を委託した都道府県又は

市町村。第二十六条第一項を除き、以下同じ。）は、当該国土調査の実施のため

に必要がある場合においては、その調査事項について、国土調査と関係がある測

量又は調査を行う人又は法人に対して報告及び資料の提出を求めることができ

る。 
 
（立会又は出頭） 
第二十五条 国土調査を実施する者は、その実施のために必要がある場合においては、

当該国土調査に係る土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人を

現地に立ち会わせることができる。 
２ 国土調査を実施する国の機関又は地方公共団体は、その実施のために必要がある

場合においては、当該国土調査に係る土地の所有者その他の利害関係人又はこれら

の者の代理人に、当該国土調査に係る土地の所在する市町村内の事務所への出頭を

求めることができる。 
 
第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 
一 国土調査の実施を妨げた者 
二 第二十二条の二又は第二十三条の規定により報告又は資料の提出を求められ

た場合において、報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の記載をした報告を

し、若しくは虚偽の資料の提出をした者 
三 （略） 
四 第二十五条第一項の規定による立会い又は同条第二項の規定による出頭を拒

んだ者 
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五・六 （略） 
 

○国土調査法施行令（昭和二十七年政令第五九号）（抄） 
（誤差の限度） 
第十五条 法第十七条第二項又は第十九条第二項の規定による誤差の限度は、別表第

二から別表第四までのとおりとする。 
 
別表第四 一筆地測量及び地積測定の誤差の限度 （第十五条関係） 

精度区分 
筆界点の位置誤差 筆界点間の図上距離又は計算

距離と直接測定による距離と

の差異の公差 
地積測定の公差 平均二乗 

誤差 
公差 

甲一 2cm 6cm 0.020m＋0.003√Sm＋αmm （0.025＋0.0034√F）√Fm2 

甲二 7cm 20cm 0.04m＋0.01√Sm＋αmm （0.05＋0.014√F）√Fm2 

甲三 15cm 45cm 0.08m＋0.02√Sm＋αmm （0.10＋0.024√F）√Fm2 

乙一 25cm 75cm 0.13m＋0.04√Sm＋αmm （0.10＋0.044√F）√Fm2 

乙二 50cm 150cm 0.25m＋0.07√Sm＋αmm （0.25＋0.074√F）√Fm2 

乙三 100cm 300cm 0.50m＋0.14√Sm＋αmm （0.50＋0.144√F）√Fm2 

備考 
一 精度区分とは、誤差の限度の区分をいい、その適用の基準は、国土交通大臣が定める。 
二 筆界点の位置誤差とは、当該筆界点のこれを決定した与点に対する位置誤差をいう。 
三 S は、筆界点間の距離をメートル単位で示した数とする。 
四 αは、図解法を用いる場合において、図解作業の級が、A 級であるときは〇・二に、その

他であるときは〇・三に当該地籍図の縮尺の分母の数を乗じて得た数とする。図解作業の A
級とは、図解法による与点のプロツトの誤差が〇・一ミリメートル以内である級をいう。 

五 F は、一筆地の地積を平方メートル単位で示した数とする。 
六 m はメートル、cm はセンチメートル、mm はミリメートル、m2 は平方メートルの略字と

する。 
 
○国土調査促進特別措置法（昭和三十七年法律第百四十三号） 
（目的） 
第一条 この法律は、国土の開発及びその利用の高度化に資するため、国土調査事業

の緊急かつ計画的な実施の促進を図り、もつて国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この法律で「国土調査事業」とは、次に掲げる調査の事業をいう。 
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一 国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号）第二条第二項に規定する地籍調査

の基礎とするために行う土地及び水面の測量（このために必要な基準点の測量を

含む。）並びに土地分類調査の基準の設定のための調査に係る基本調査で、国の機

関又は都道府県が行うもの 
二 国土調査法第二条第三項に規定する土地分類調査又は同条第五項に規定する

地籍調査で、地方公共団体又は土地改良区その他の政令で定める者が行うもの 
 
（国土調査事業十箇年計画） 
第三条 国土交通大臣は、国土審議会の意見を聴いて、国土の総合的な開発及びその

利用の高度化に資するため緊急に国土調査事業を実施する必要があると認める地

域について、平成二十二年度以降の十箇年間に実施すべき国土調査事業に関する計

画（以下「国土調査事業十箇年計画」という。）の案を作成し、閣議の決定を求めな

ければならない。 
２ 国土調査事業十箇年計画には、前条第二号に規定する土地分類調査については、

同条第一号に規定する基本調査又は同条第二号に規定する地籍調査と相まつて特

に緊急に実施することを必要とするものに限り、定めるものとする。 
３ 国土調査事業十箇年計画には、政令で定めるところにより、十箇年間に実施すべ

き国土調査事業の量を定めなければならない。 
４ 国土交通大臣は、第一項の規定により国土調査事業十箇年計画の案を作成しよう

とするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するとともに、関係都道府県

の意見を聴かなければならない。 
５ 国土交通大臣は、国土調査事業十箇年計画について第一項の規定による閣議の決

定があつたときは、遅滞なく、これを公示するとともに、関係都道府県に通知しな

ければならない。 
６ 前各項の規定は、国土調査事業十箇年計画を変更しようとする場合について準用

する。 
 
（国土調査法の適用） 
第四条 国土調査事業十箇年計画に基づいて実施する国土調査事業については、この

法律に定めるものを除くほか、国土調査法の規定の適用があるものとする。この場

合において、国土調査事業十箇年計画に基づいて実施する第二条第二号に規定する

地籍調査に関しては、同法第六条の三第一項中「前条第一項」とあるのは「国土調

査促進特別措置法（昭和三十七年法律第百四十三号）第三条第五項」と、「特定計

画」とあるのは「国土調査事業十箇年計画」と読み替えて、同条の規定及び同条に

係る国土調査法の規定を適用する。 
 
（国土調査事業十箇年計画の実施） 
第五条 政府は、国土調査事業十箇年計画を実施するため必要な措置を講ずるものと
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する。 
 
○地籍調査作業規程準則（昭和三十二年総理府令第七十一号）（抄） 
（記録等の保管） 
第六条 地籍調査を行う者は、調査図、地籍調査票、測量記録その他地籍調査に関す

る記録を保管しなければならない。 
 
（地籍調査票の作成） 

第十八条 地籍調査票は、毎筆の土地について、登記簿に基づいて作成するものと

する。  
２ 地籍調査票は、土地課税台帳を用いて作成することができる。この場合におい

ては、作成後遅滞なく登記簿と照合しなければならない。 

３ 地籍調査票は、地番区域ごとに、地番の順序につづり、表紙を付し、これに土

地の所在、最初の地番及び最終の地番、簿冊の番号、作成年月日及び作成者氏名

を記載するものとする。 

 
（現地調査の通知） 
第二十条 地籍調査を実施する者（法第十条第二項の規定により国土調査の実施を委

託された法人が国土調査を実施する場合にあつては、その実施を委託した都道府県

又は市町村。以下この条及び次条において同じ。）は、調査図素図、調査図一覧図及

び地籍調査票の作成の終了時期が明らかとなつたとき又はその作成を終了したと

きは、現地について行う一筆地調査（以下「現地調査」という。）に着手する時期を

決定し、現地調査を実施する地域内の土地の所有者その他の利害関係人又はこれら

の者の代理人（以下「所有者等」という。）に、実施する地域及び時期並びに調査に

立ち会うべき旨を通知するものとする。 
 
（現地調査の実施） 
第二十三条 現地調査は、調査図素図に基いて、おおむね土地の配列の順序に従い、

毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及び筆界の調査を行うものとする。 
２ 前項の調査には、当該調査に係る土地の所有者等の立会いを求めるとともに、そ

の経緯を地籍調査票に記録するものとする。 
３ 第一項の調査を行つたときは、調査図素図に調査年月日を記録するとともに、調

査図素図の表示が調査の結果と相違しているときは、当該表示事項を訂正し又は修

正しその他調査図素図に必要な記録をして調査図を作成するものとする。 
 
（筆界の調査） 
第三十条 筆界は、慣習、筆界に関する文書等を参考とし、かつ、土地の所有者等の

確認を得て調査するものとする。 
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２ 第二十三条第二項の規定による立会が得られないことについて相当の理由があ

り、かつ、筆界を確認するに足る客観的な資料が存在する場合においては、当該資

料により作成された筆界案を用いて確認を求めることができるものとする。 
３ 土地の所有者その他の利害関係人及びこれらの者の代理人の所在が明らかでな

いため第二十三条第二項の規定による立会いを求めることができない場合で、かつ、

筆界を明らかにする客観的な資料が存在する場合においては、前二項の規定にかか

わらず、関係行政機関と協議の上、当該土地の所有者その他の利害関係人及びこれ

らの者の代理人の確認を得ずに調査することができる。 
４ 土地の所有者等の所在が明らかな場合であつて第一項及び第二項の確認が得ら

れないとき又は前項に規定する立会いを求めることができない場合であつて前項

の規定に基づき調査することができないときは、調査図素図の当該部分に「筆界未

定」と朱書するものとする。 
 
○国土調査法第十条第二項に規定する国土交通省令で定める要件を定める省令（平

成二十二年国土交通省令第五十号） 

国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号）第十条第二項の規定に基づき、国土

調査法第十条第二項に規定する国土交通省令で定める要件を定める省令を次のよう

に制定する。 

国土調査法第十条第二項に規定する国土交通省令で定める要件は、次のとおり

とする。 

一 国土調査を適確に実施するに足りる技術的な基礎を有するものであること。 

二 法人の役員又は職員の構成が、国土調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれ

がないものであること。 

三 国土調査以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって国

土調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

四 前三号に定めるもののほか、国土調査を実施するにつき十分な適格性を有す

るものであること。 

 
○不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）（抄） 
（地図等） 

第十四条 登記所には、地図及び建物所在図を備え付けるものとする。 

２ 前項の地図は、一筆又は二筆以上の土地ごとに作成し、各土地の区画を明確に

し、地番を表示するものとする。 

３ （略） 

４ 第一項の規定にかかわらず、登記所には、同項の規定により地図が備え付けら

れるまでの間、これに代えて、地図に準ずる図面を備え付けることができる。 

５ 前項の地図に準ずる図面は、一筆又は二筆以上の土地ごとに土地の位置、形状

及び地番を表示するものとする。 
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６ （略） 

 
（法務省令への委任） 
第十五条 この章に定めるもののほか、登記簿及び登記記録並びに地図、建物所在図

及び地図に準ずる図面の記録方法その他の登記の事務に関し必要な事項は、法務省

令で定める。 
 

○不動産登記規則（平成十七年法務省令第十八号）（抄） 

（地図） 

第十条 地図は、地番区域又はその適宜の一部ごとに、正確な測量及び調査の成果

に基づき作成するものとする。ただし、地番区域の全部又は一部とこれに接続す

る区域を一体として地図を作成することを相当とする特段の事由がある場合に

は、当該接続する区域を含めて地図を作成することができる。 

２ 地図の縮尺は、次の各号に掲げる地域にあっては、当該各号に定める縮尺によ

るものとする。ただし、土地の状況その他の事情により、当該縮尺によることが

適当でない場合は、この限りでない。 

一 市街地地域（主に宅地が占める地域及びその周辺の地域をいう。以下同

じ。） 二百五十分の一又は五百分の一 

二 村落・農耕地域（主に田、畑又は塩田が占める地域及びその周辺の地域をい

う。以下同じ。） 五百分の一又は千分の一 

三 山林・原野地域（主に山林、牧場又は原野が占める地域及びその周辺の地域

をいう。以下同じ。） 千分の一又は二千五百分の一 

３ 地図を作成するための測量は、測量法（昭和二十四年法律第百八十八号）第二

章の規定による基本測量の成果である三角点及び電子基準点、国土調査法（昭和

二十六年法律第百八十号）第十九条第二項の規定により認証され、若しくは同条

第五項の規定により指定された基準点又はこれらと同等以上の精度を有すると認

められる基準点（以下「基本三角点等」と総称する。）を基礎として行うものと

する。 

４ 地図を作成するための一筆地測量及び地積測定における誤差の限度は、次によ

るものとする。 

一 市街地地域については、国土調査法施行令（昭和二十七年政令第五十九号）

別表第四に掲げる精度区分（以下「精度区分」という。）甲二まで 

二 村落・農耕地域については、精度区分乙一まで 

三 山林・原野地域については、精度区分乙三まで 

５ 国土調査法第二十条第一項の規定により登記所に送付された地籍図は、同条第

二項又は第三項の規定による登記が完了した後に、地図として備え付けるものと

する。ただし、地図として備え付けることを不適当とする特別の事情がある場合

は、この限りでない。 
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６ 前項の規定は、土地改良登記令（昭和二十六年政令第百四十六号）第五条第二

項第三号又は土地区画整理登記令（昭和三十年政令第二百二十一号）第四条第二

項第三号の土地の全部についての所在図その他これらに準ずる図面について準用

する。 

 

○国土調査法による不動産登記に関する政令 （昭和三十二年政令第百三十号） 

内閣は、国土調査法（昭和二十六年法律第百八十号）第二十条の二第二項及び第三

十二条の二第二項の規定に基き、この政令を制定する。 

 

（国土調査の成果に基づく登記） 

第一条 登記官は、国土調査法第二十条第一項の規定により地籍簿の送付を受けた場

合において、次の各号に掲げるときは、地籍簿に基づいて、職権で、当該各号に定

める登記をしなければならない。ただし、地籍簿に記載されている事項が地籍調査

の実施後に変更したと認められるときは、当該事項については、この限りでない。 

一 地籍簿に記載された土地が表題登記がないものであるとき 当該土地の表題

登記 

二 土地の表題部の登記事項が地籍簿の記載と一致しないとき 当該登記事項に

関する変更の登記又は更正の登記 

三 所有権の登記名義人の氏名若しくは名称又は住所が地籍簿の記載と一致しな

いとき 当該登記名義人の氏名若しくは名称又は住所についての変更の登記又

は更正の登記 

２ 登記官は、前項の登記をしたときは、国土調査の成果により登記した旨を記録し

なければならない。 

 

（代位登記の登記識別情報） 

第二条 登記官は、国土調査法第三十二条の二第一項の規定による申請に基づいて所

有権の保存又は相続による所有権の移転の登記を完了したときは、速やかに、登記

権利者のために登記識別情報を申請人に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により登記識別情報の通知を受けた申請人は、遅滞なく、これを同項

の登記権利者に通知しなければならない。 

３ 前二項中「申請」及び「申請人」には、それぞれ嘱託及び嘱託者を含むものとす

る。 

 

（不動産登記法等の適用） 

第三条 前二条に定めるもののほか、国土調査法第二十条第二項又は第三十二条の二

第一項の規定による登記の手続に関し必要な事項は、不動産登記法（平成十六年法

律第百二十三号）及び不動産登記令（平成十六年政令第三百七十九号）の定めると

ころによる。 
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○所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成三十年法律第四十九

号）（抄） 
（定義） 
第二条 この法律において「所有者不明土地」とは、相当な努力が払われたと認め

られるものとして政令で定める方法により探索を行ってもなおその所有者の全部

又は一部を確知することができない一筆の土地をいう。 
２ （略） 
３ この法律において「地域福利増進事業」とは、次に掲げる事業であって、地域

住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を図るために行われるものをいう。 
一～十 （略） 

４ この法律において「特定登記未了土地」とは、所有権の登記名義人の死亡後に

相続登記等（相続による所有権の移転の登記その他の所有権の登記をいう。以下

同じ。）がされていない土地であって、土地収用法第三条各号に掲げるものに関す

る事業（第二十七条第一項及び第三十九条第一項において「収用適格事業」とい

う。）を実施しようとする区域の適切な選定その他の公共の利益となる事業の円滑

な遂行を図るため当該土地の所有権の登記名義人となり得る者を探索する必要が

あるものをいう。 
 
第三十九条 都道府県知事及び市町村長は、地域福利増進事業、収用適格事業又は

都市計画事業（以下「地域福利増進事業等」という。）の実施の準備のため当該地

域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地の土地所有者等（土地又は当

該土地にある物件に関し所有権その他の権利を有する者をいう。以下同じ。）を知

る必要があるときは、当該土地所有者等の探索に必要な限度で、その保有する土

地所有者等関連情報（土地所有者等と思料される者に関する情報のうちその者の

氏名又は名称、住所その他国土交通省令で定めるものをいう。以下この条におい

て同じ。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部

で利用することができる。 
２ 都道府県知事及び市町村長は、地域福利増進事業等を実施しようとする者から

その準備のため当該地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地の土地

所有者等を知る必要があるとして土地所有者等関連情報の提供の求めがあったと

きは、当該土地所有者等の探索に必要な限度で、当該地域福利増進事業等を実施

しようとする者に対し、土地所有者等関連情報を提供するものとする。 
３ 前項の場合において、都道府県知事及び市町村長は、国及び地方公共団体以外

の者に対し土地所有者等関連情報を提供しようとするときは、あらかじめ、当該

土地所有者等関連情報を提供することについて本人（当該土地所有者等関連情報

によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。ただし、

当該都道府県又は市町村の条例に特別の定めがあるときは、この限りでない。 
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４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 
５ 国の行政機関の長等は、地域福利増進事業等の実施の準備のため当該地域福利

増進事業等を実施しようとする区域内の土地の土地所有者等を知る必要があると

きは、当該土地所有者等の探索に必要な限度で、当該土地に工作物を設置してい

る者その他の者に対し、土地所有者等関連情報の提供を求めることができる。 
 
第四十条 登記官は、起業者その他の公共の利益となる事業を実施しようとする者

からの求めに応じ、当該事業を実施しようとする区域内の土地につきその所有権

の登記名義人に係る死亡の事実の有無を調査した場合において、当該土地が特定

登記未了土地に該当し、かつ、当該土地につきその所有権の登記名義人の死亡後

十年以上三十年以内において政令で定める期間を超えて相続登記等がされていな

いと認めるときは、当該土地の所有権の登記名義人となり得る者を探索した上、

職権で、所有権の登記名義人の死亡後長期間にわたり相続登記等がされていない

土地である旨その他当該探索の結果を確認するために必要な事項として法務省令

で定めるものをその所有権の登記に付記することができる。 
２ 登記官は、前項の規定による探索により当該土地の所有権の登記名義人となり

得る者を知ったときは、その者に対し、当該土地についての相続登記等の申請を

勧告することができる。この場合において、登記官は、相当でないと認めるとき

を除き、相続登記等を申請するために必要な情報を併せて通知するものとする。 
３ 登記官は、前二項の規定の施行に必要な限度で、関係地方公共団体の長その他

の者に対し、第一項の土地の所有権の登記名義人に係る死亡の事実その他当該土

地の所有権の登記名義人となり得る者に関する情報の提供を求めることができ

る。 
４ （略） 


